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第３章 免震建築物の地震応答特性の検討 

3-1 目的と検討方法 

(1) 目的 

 告示2009 号第 6は、免震建築物の構造計算を規定している。条件によっては、告示2009 号第 6に

より算出した設計用地震層せん断力係数は、時刻歴応答解析結果から求めた最大層せん断力係数との

間に乖離が見られることも指摘されている。 

 ここでは、2-3節での免震建築物実情調査結果を踏まえ、上部構造および免震部材の解析モデルとそ

の諸元・パラメータを設定し、地震応答解析を実施する。この結果と告示2009号第6による計算結果

を比較することにより、入力地震動特性と対応する上部構造の設計用地震層せん断力係数算出法の検

討を行う。 

 

(2) 検討方法 

免震建築物の設計用地震層せん断力係数の提案を行うために、まず建物の振動モデルを設定して地

震応答解析を行い、現行法の告示2009号による方法との比較を行う。さらにこの結果を分析して、層

せん断力係数の合理的設定法の提案につなげる。また、建物全体としての転倒モーメントについても

検討する。 

検討用の振動モデルとしては、高さ 60m までの免震建築物の諸特性をほぼカバーできるように上部

構造として7階建てと14階建ての2種類を基本モデルとして設定し、それぞれ剛性のパラメータを3

種類設定する。免震層の特性はバイリニア型の復元力特性を有するものとし、この特性値パラメータ

を変えたモデルを設定する。いずれも建物各層の質量を集約化した質点をせん断型ばねでつないだ形

のモデルとする。検討用の入力地震動は、平成 12 年建設省告示第 1461 号（以下、1461 号）により規

定されたスペクトル特性を有する地震動（第四号イに示す「極めて稀に発生する地震動」の解放工学

的基盤における減衰定数 5%の加速度応答スペクトルに適合し、かつ表層地盤の増幅特性を考慮して作

成された模擬地震動）として複数設定する。 

 上記モデルでの応答解析結果を基に、解析パラメータと応答値との対応関係を分析する。また、免

震層に粘性減衰が加わった場合の応答解析も実施し、粘性減衰の影響も考察する。 

 これに加えて、建物モデルとして 3 層、5 層、20 層のモデル、および入力地震動として実観測波も

加えて条件の幅を広げ、告示1461号の地震動における地震応答解析結果の比較を行う。 

 さらに、建物全体としての転倒モーメントの最大値について、各層の最大層せん断力から算出した

転倒モーメントと比較考察する。 
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3-2 解析パラメータの設定 

(1) 解析モデル 

 ここでは、免震建築物の解析モデルを作成する。上部構造には 7 層と 14 層のモデルを検討用の基本

モデルとして設定した。上部構造 7 層モデルを例にして、概要を図 3.2-1 に示す。各階の階高は 3.5m

とし、基礎固定時の周期はT0=ηH（H（=3.5m×階数）は建物高さ、η=0.02、0.03、0.04）となるように

各層の剛性を設定した。なお、各層の質量は一定とし、剛性分布は最上層で 0.4、最下層で 1.0 となる

台形分布を仮定した。また、基礎固定時の 1 次固有周期に対して、減衰定数 h=0.02（または、h=0.03）

となる粘性減衰を剛性比例型で設定した。免震層には、図 3.2-2 に示す線形弾性要素と完全弾塑性要素

を並列に設定し、質量は上部構造の各階と同一とした。線形弾性要素については、上部構造剛体時の

弾性接線周期がT2となるように剛性 k0を設定した。また、完全弾塑性要素については、降伏せん断力

係数 αy=Fy/W（Fy：降伏せん断力、W：地上部建物総重量）を 4 ケース（0.03、0.05、0.07、0.10）設定

した。なお、各降伏せん断力係数に対して、それぞれ降伏変位 deを 0.1cm、1cm、3cm の 3 ケース設定

している。 

 作成した解析モデルのパラメータをまとめて表 3.2-1 に示す。各パラメータの組み合わせにより、作

成した解析モデルは 2×3×2×3×4×3=432 ケースである。 
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図 3.2-1 解析モデルの概要（上部構造 7 層モデルの例） 
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図 3.2-2 免震層の復元力モデル 

 

 

 

表 3.2-1 解析パラメータ一覧 

上部構造に関するパラメータ 

上部構造の階数 n 7 層、14 層 の 2 ケース 

基礎固定時の上部構造の 1 次固有周期 

T0=ηH （H：建物高さ） 
η=0.02、0.03、0.04 の 3 ケース 

基礎固定時の上部構造の 1 次モード減衰定数 h 2%、3% の 2 ケース 

免震層に関するパラメータ 

線形弾性要素 

上部構造剛体時の弾性接線周期 T2 2.5 秒、4.0 秒、6.0 秒 の 3 ケース 

完全弾塑性要素 

降伏せん断力係数 αy=Fy/W 

（Fy：降伏せん断力、W：地上部建物総重量） 
αy=0.03、0.05、0.70、0.10 の 4 ケース 

降伏変位 de 0.1cm、1cm、3cm の 3 ケース 
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(2) 入力地震動 

 入力地震動は、告示 1461 号で設定された解放工学的基盤での地震動に表層地盤の増幅特性を考慮し

て作成された模擬地震動とした。表層地盤の増幅特性は、限界耐力計算にて算出する表層地盤による

加速度の増幅率Gs として算出する。地震動の作成方法は正弦波合成法であり、目標とするスペクトル

は上述の解放工学的基盤の加速度応答スペクトルにGs を乗じた加速度応答スペクトルである。 

 表層地盤の増幅特性Gs は以下の 3 ケースとした。 

①：周期によらずGs=1.23 一定 

②：第 2 種地盤の実地盤の PS 検層結果から算出したGs 

③：②と異なる第 2 種地盤の実地盤の PS 検層結果から算出したGs 

 上記②及び③の表層地盤モデルと Gs の計算結果を表 3.2-2 に示す。上記②および③の表層地盤に対

するGs の算出は、平成 12 年建設省告示第 1457 号（以下、告示 1457 号）第 10 第 2 項（平成 19 年の

改正版）に則る。上記告示 1457 号に基づく手法では、表層地盤のせん断ひずみを求める必要がある。

ここでは表に示す物性値より多層表層地盤を多質点系に置換し、1 次モード分布から各層のせん断ひず

みを求め、せん断ひずみによる剛性及び減衰定数の変化を質点系モデルへ反映し、1 次固有周期が収斂

するまで繰り返すことにより算出している。地盤のせん断ひずみに対する非線形特性は、HD モデルで

表せることとし、HD モデルのパラメータを規定するγ0.5（G/Go＝0.5 でのせん断ひずみ）と最大減衰

定数 hmaxは東京、神奈川、大阪エリアを総合した全試験結果にもとづいた値 5)を採用している。また各

ケースとも Gs の最小値は平成 19 年の告示 1457 号に準じ 1.23 としており、地盤①のケースにおける

Gs の一定値 1.23 はこれに基づくものである。 

 各表層地盤のGs を図 3.2-3 に示す。表層地盤②のGs は 0.5 秒にピークを有し、表層地盤③のGs は

1.2 秒にピークを有する。②および③の表層地盤は、いずれも第 2 種地盤であるが、②は比較的短周期

側、③は比較的長周期側に卓越周期を有する地盤である。 

 上記の 3 種類の表層地盤に対して得られる目標加速度応答スペクトルに対して、それぞれ入力地震

動を作成した。目標加速度応答スペクトル GsSa を図 3.2-4 に示す。それぞれのスペクトルに対して 3

波作成し、得られた波形は計 9 波である。波形作成におけるフィッティングの周期範囲は 0.02～10 秒

とし、継続時間は 120 秒、位相特性は一様乱数、包絡特性は「日本建築センター指針（案）レベル 2 

120 秒」に依った。 

 作成した入力地震動の加速度応答スペクトルおよび加速度時刻歴波形を図 3.2-5～図 3.2-7 に示す。

また入力地震動の加速度、速度、変位の最大値を表 3.2-3 に示す。 
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表 3.2-2  PS 検層結果に基づいた地盤モデルとGs 算出結果 

(a) 地盤例②の場合 

表層地盤 工学的基盤

層厚 湿潤密度 S波速度 ρ 1.9 [t/m
3
]

[m] ρ　[t/m3] Vs　[m/s] Vs 420 [m/s]
1 6.5 砂質土 1.65 160 ﾎﾟｱｿﾝ比 0.469
2 5.5 粘性土 1.65 160
3 3.65 粘性土 1.7 250 卓越周期T1,T2　増幅率Gs1,Gs2
4 5 砂質土 1.8 340 損傷 安全

T1 0.409 0.510 [sec]
T2 0.136 0.170 [sec]

Gs1 1.972 1.908
Gs2 1.506 1.131

層i 土質

 
 

(b) 地盤例③の場合 

表層地盤 工学的基盤

層厚 湿潤密度 S波速度 ρ 1.9 [t/m
3
]

[m] ρ　[t/m3] Vs　[m/s] Vs 550 [m/s]
1 1.6 粘性土 1.8 130 ﾎﾟｱｿﾝ比 0.447
2 1.1 砂質土 1.6 130
3 1.9 粘性土 1.8 160 卓越周期T1,T2　増幅率Gs1,Gs2
4 8.4 砂質土 1.6 120 損傷 安全

5 1 粘性土 1.8 120 T1 0.954 1.211 [sec]
6 8.8 砂質土 1.6 135 T2 0.318 0.404 [sec]

Gs1 2.916 2.449
Gs2 1.372 1.011

層i 土質
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 図 3.2-3 表層地盤の増幅率Gs  図 3.2-4 目標加速度応答スペクトルGsSa 
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図 3.2-5 地盤①（Gs=1.23 一定）の特性を基に作成した模擬地震動 
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(b)加速度時刻歴波形 

図 3.2-6 地盤②（2 種地盤卓越周期（短））の特性を基に作成した模擬地震動 
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(b)加速度時刻歴波形 

図 3.2-7 地盤③（2 種地盤卓越周期：長）の特性を基に作成した模擬地震動 
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表 3.2-3 入力地震動の最大値 

表層地盤 波形No. 
最大加速度 

(cm/s2) 

最大速度 

(cm/s) 

最大変位 

(cm) 

地盤① 

(Gs=1.23) 

1 403.8 49.8 37.5 

2 440.7 60.6 33.8 

3 443.5 54.5 34.3 

地盤② 

(第 2 種地盤 

卓越周期（短）） 

1 487.3 59.3 38.6 

2 507.4 65.4 26.0 

3 533.6 68.3 35.1 

地盤③ 

(第 2 種地盤 

卓越周期（長）） 

1 474.2 73.5 39.8 

2 484.6 82.1 28.1 

3 516.7 81.1 37.2 
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(3) 告示2009号による計算について 

 告示 2009 号第 6 による上部構造の設計用地震層せん断力係数は、免震層の応答値から計算する。同

告示の免震層の応答評価は、図 3.2-8 に示すように等価線形化手法による応答スペクトルを用いるもの

で、一般建築物の限界耐力計算で用いる手法と同一である。免震建築物の場合は上部構造を剛体 1 質

点と仮定し、免震層の特性をばねとダッシュポットからなる等価１自由度系にモデル化した耐力曲線

を用いる。免震層の耐力曲線上において、設計限界変位δsの点を通る等価剛性による固有周期 T とそ

の時の減衰定数 hdにて低減された応答スペクトルの交点が、応答値δ（基準変位）である。ここでは、

最初に仮定した設計限界変位δsが応答値である基準変位δと一致するように収束計算を実施し、免震

層の応答を評価している。ここでの検討では、免震層の応答変位を算出するにあたり、不測の偏心な

どを念頭においた免震層外縁部の免震材料の応答変位を評価するために乗じる係数 1.1 は考慮するが、

変形増大率α（材料の剛性や減衰の変動による応答の変動を考慮する係数）は 1.0 とし、これを考慮し

ない。また、上部構造の設計用地震層せん断力算出にあたり、免震材料のばらつき、環境温度変化お

よび経年変化の影響を考慮する係数γは、1.0 としている。表層地盤の増幅特性 Gs は、「3-2(2) 入力

地震動」において地震動を作成した際に用いた Gs と同一の値とした。告示 2009 号第 6 に基づいた上

部構造の設計用地震層せん断力より求めた、免震層がバイリニア特性を有する場合の設計用地震層せ

ん断力係数の例を図 3.2-9 に示す。告示 2009 号の設計用地震層せん断力係数の分布は、免震層に作用

する層せん断力のうち、支承材（弾塑性系の減衰材と同等の減衰特性を有する部分を除く）及び復元

力のせん断力には高さ方向の増幅を考えず、減衰材およびこれと同等の減衰特性を有する支承材の部

分のせん断力に Ai 分布（固有周期は免震層固定時の上部構造 1 次固有周期を用いる。）による増幅を

考える。 
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 図 3.2-8 免震層の応答評価   図 3.2-9 設計用地震層せん断力係数の例 
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3-3 地震応答解析 

3-3-1 代表モデルの結果 

「3-2(2) 入力地震動」で作成した模擬地震動を入力として、応答解析を実施した。まず、計算例の

うち 2 ケースについて応答波形を含めた応答結果を示す。 

 ここで示す代表モデルは、上部構造が 7 層、周期 T0=0.03H、減衰定数 h=2%とし、上部構造剛体時

の弾性接線周期 T2=4.0s のケースとする。ケース 1 は降伏せん断力係数 0.03 で降伏変位が 3cm、ケー

ス 2 は降伏せん断力係数 0.05 で降伏変位が 0.1cm のモデルとした。完全弾塑性要素の特性のみ異なる

2 ケースの応答解析結果の違いについて比較する。なお、入力は「3-2(2) 入力地震動」で作成した②

の波で、第 2 種地盤で卓越周期（短）の実際の地盤例における PS 検層結果を基に算出したGs を用い

て作成した模擬地震動の３波のうちの No.1 である。ここからは「2 種地盤卓越周期(短)の特性を基に

作成した模擬地震波」と呼称する。 

図 3.3-1～図 3.3-3 および図 3.3-8～図 3.3-10 に上部構造最上層 7F・中間層 4F・最下層 1F の変位・絶

対加速度・層せん断力の応答波形をそれぞれ示す。なお、時刻歴の波形は全時間 120 秒の入力に対す

る 0 秒～40 秒の範囲を拡大して示したものである。変位に関しては、上部構造では両ケースともほぼ

同位相で挙動している。絶対加速度や層せん断力は、時刻歴波形だけを見ても、降伏せん断力係数の

高いケース 2 では高振動数成分が多くなっていることが分かる。また、ケース 1 では、上部構造にお

いても絶対加速度は 200Gal 以下であるのに対して、ケース 2 では 400Gal を超えている。図 3.3-4 およ

び図 3.3-11 は層せん断力のフーリエスペクトル（120 秒間の応答波形より算定）であり、ケース 1 とケ

ース 2 では傾向が大きく異なっている。ケース 2 では、上部構造位置において 2Hz 以上の振動数成分

が多く含まれており、これらは完全弾塑性要素の 1 次剛性が高いことが影響しているものと推察され

る。 

図 3.3-5 および図 3.3-12 に転倒モーメントの時刻歴を示す。ケース 2 の転倒モーメントは、ケース 1

と比べて 3～4 割程度大きくなっている。このことからも両ケースの層せん断力は大きく異なっている

ことが確認できる。 

免震層の層せん断力－変形関係を図 3.3-6 および図 3.3-13 に、層せん断力係数を図 3.3-7 および図

3.3-14 に示す。層せん断力係数の図における縦軸の 0 は、免震層位置を示している。また、実線は地

震応答解析による結果、点線は告示計算による結果である。免震層での層せん断力係数は両ケースと

も約 0.1 である。上部構造の頂部と免震層での層せん断力係数を比較すると、ケース 1 では約 2 倍、ケ

ース 2 では 4 倍以上に増幅しているといえる。上部構造頂部での増幅でみると、両者には倍以上の差

が生じていることが分かる。上部構造での増幅の大きいケース 2 では、地震応答解析結果と告示計算

結果との差も大きくなっている。 

免震層の完全弾塑性要素の降伏せん断力係数及び降伏変位の設定により、上部構造の増幅傾向が大き

く異なることを確認した。 
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図 3.3-1 ケース 1（降伏せん断力係数 0.03、降伏変位 3cm）の応答解析結果 

変位の時刻歴波形 

 

 

 

図 3.3-2 ケース 1（降伏せん断力係数 0.03、降伏変位 3cm）の応答解析結果 

絶対加速度の時刻歴波形 
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図 3.3-3 ケース 1（降伏せん断力係数 0.03、降伏変位 3cm）の応答解析結果 

層せん断力の時刻歴波形 
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図 3.3-4 ケース 1（降伏せん断力係数 0.03、降伏変位 3cm）の応答解析結果 

層せん断力のフーリエスペクトル 

 

図 3.3-5 ケース 1（降伏せん断力係数 0.03、降伏変位 3cm）の応答解析結果 

転倒モーメントの時刻歴波形 
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図 3.3-6 ケース 1（降伏せん断力係数 0.03、降伏変位 3cm）の応答解析結果 

免震層の荷重－変形関係 

 

 

 
図 3.3-7 ケース 1（降伏せん断力係数 0.03、降伏変位 3cm）の応答解析結果 

層せん断力係数（実線が応答解析結果、点線が告示計算結果） 
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図 3.3-8 ケース 2（降伏せん断力係数 0.05、降伏変位 0.1cm）の応答解析結果 

変位の時刻歴波形 

 

 

 

 

図 3.3-9 ケース 2（降伏せん断力係数 0.05、降伏変位 0.1cm）の応答解析結果 

絶対加速度の時刻歴波形 
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図 3.3-10 ケース 2（降伏せん断力係数 0.05、降伏変位 0.1cm）の応答解析結果 

層せん断力の時刻歴波形 
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図 3.3-11 ケース 2（降伏せん断力係数 0.05、降伏変位 0.1cm）の応答解析結果 

層せん断力のフーリエスペクトル 

 

 

図 3.3-12 ケース 2（降伏せん断力係数 0.05、降伏変位 0.1cm）の応答解析結果 

転倒モーメントの時刻歴波形 
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図 3.3-13 ケース 2（降伏せん断力係数 0.05、降伏変位 0.1cm）の応答解析結果 

免震層の層せん断力－変形関係 

 

 
図 3.3-14 ケース 2（降伏せん断力係数 0.05、降伏変位 0.1cm）の応答解析結果 

層せん断力係数（実線は応答解析結果、点線は告示計算結果） 

 



3-20 

3-3-2 解析パラメータを変えた結果 

 ここではパラメータを種々かえた場合の結果について示す。各モデルの免震層の変位と層せん断力

係数及び層せん断力係数比を図 3.3-15～図 3.3-36 に示す。免震層の変位と層せん断力の図では、告示

計算による結果を点線で示し、応答解析結果との比較を行っている。層せん断力係数比とは、時刻歴

応答解析結果を告示2009号に従って計算した結果で除した値である。上部構造の減衰は、2%と 3%の

場合で傾向は大きくは変わらなかったため、ここでは 2%の結果のみを示している。 

各図上部のタイトルは解析モデルのパラメータを示す。「t25」は、上部構造剛体時の弾性接線周期

T2が 2.5 秒であり、「t40」は 4.0 秒、「t60」は 6.0 秒である。「d0」は免震層の降伏変位が 0.1cm である

ことを示し、「d1」は 1cm、「d3」は 3cm である。また「a03」は免震層の降伏せん断力係数が 0.03 で

あることを示し、「a05」は 0.05、「a07」は 0.07、「a10」は 0.10 である。 

 図 3.3-15～図 3.3-28 の入力地震動は、2種地盤卓越周期（短）の特性を基に作成した模擬地震波であ

る。2種地盤卓越周期（短）の解析結果から以下のことがわかる。 

 免震層の変位 

時刻歴応答解析の最大変位は 0.1～0.4m である。免震層の降伏せん断力係数が小さいほど、その変位

は大きくなる。降伏せん断力係数の小さい時には告示計算結果との差が大きいケースが多く、告示 2009

号による変位は応答解析結果よりも大きくなっている。線形弾性要素として上部構造剛体時の弾性接

線周期を 2.5 秒や 4.0 秒としたケースでは、倍程度異なっている場合もある。免震層の降伏せん断力係

数が 0.07 あるいは 0.10 の場合は、応答解析結果と告示 2009 号による結果との差は小さい。 

 層せん断力係数 

時刻歴応答解析の最上階層せん断力係数は 0.2～0.8 である。最上階層せん断力係数が 0.8 となる解析

ケースは、免震層の降伏せん断力係数が 0.10、降伏変位が 0.1cm の場合である。完全弾塑性要素の降

伏せん断力係数が大きく降伏変位が小さいケースほど、上部構造での増幅が大きくなっている傾向が

あり、応答解析結果は告示 2009 号による結果より大きくなる。その差は上階ほど大きくなる。また、

上部構造での増幅が大きいケースほど、告示 2009 号による結果との差は大きくなっている。 

上部構造の固有周期 T0が一番短いモデル（上部構造 7 層モデルで T0=0.02×7×3.5=0.49 秒の設定）の

み、上部構造での増幅が他のケースと比べて小さい場合が多い（各図で重ね書きしている 3 ケースで

の比較）。その傾向は、降伏変位が大きいほど顕著である。T0=0.49 秒のモデル以外では、明瞭な傾向

の差は見られない。 

 層せん断力係数比 

層せん断力係数の傾向と同様である。完全弾塑性要素の降伏せん断力係数が大きく降伏変位が大き

いケースほど、層せん断力係数比は大きくなっており、比率として 3 を超えるような場合も見られる。

なお、線形弾性要素として上部構造剛体時の弾性接線周期を 2.5 秒や 4.0 秒としたケースでは、降伏せ

ん断力係数比は下層部分で 1.0 を下回っている場合もある。（図 3.3-18 および図 3.3-20 上段の図参照）

これは、告示計算で求めた免震層の変位と時刻歴応答解析結果との差が大きいことに起因している（図

3.3-15 や図 3.3-16 上段中段図参照）。 
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また、図 3.3-29～図 3.3-36 の入力地震動は、2 種地盤卓越周期（長）の特性を基に作成した模擬地震

波である。2 種地盤卓越周期（長）の解析結果から以下のことがわかる。 

 免震層の変位 

時刻歴応答解析の最大変位は 0.2～0.5m である。上部構造剛体時の免震層弾性接線周期を 2.5 秒とし

た場合（図 3.3-29 および図 3.3-30 上段）、免震層の降伏せん断力係数の値によらず、告示 2009 号によ

る変位は時刻歴応答解析結果よりも大きい。この場合、免震層の降伏せん断力係数が小さいほど、そ

の差は大きくなる。一方、上部構造剛体時の免震層弾性接線周期が 4.0 秒あるいは 6.0 秒（図 3.3-29 お

よび図 3.3-30 の中段、下段）では、免震層の降伏せん断力係数が小さければ告示 2009 号による変位は

時刻歴応答解析結果より大きくなるが、降伏せん断力係数が大きい場合は、告示 2009 号の結果は時刻

歴解析結果より小さくなり、大小関係が降伏せん断力係数により逆転する。 

 層せん断力係数 

時刻歴応答解析の最上階層せん断力係数は 0.1～0.8 である。最上階層せん断力係数が 0.8 となる解析

ケースは、免震層の降伏せん断力係数が 0.10、降伏変位が 0.1cm および 1cm の場合である。 

上部構造 7 層モデルにおいて免震層の線形弾性要素周期が 2.5 秒、降伏せん断力係数が 0.03 の場合

（図 3.3-31 の上段）では、いずれの階においても告示 2009 号による結果が時刻歴応答解析結果より大

きくなる。他の解析ケースでは、少なくともいずれかの階にて告示 2009 号による結果が時刻歴応答解

析結果を下回る。完全弾塑性要素の降伏せん断力係数が大きく降伏変位が小さいケースほど、上部構

造での増幅が大きくなっている傾向があり、応答解析結果は告示 2009 号による結果より大きくなる。 

上部構造の固有周期 T0が一番短いモデル（上部構造 7 層モデルで T0=0.02×7×3.5=0.49 秒の設定）の

み、上部構造での増幅が他のケースと比べて小さい場合が多い（各図で重ね書きしている 3 ケースで

の比較）。その傾向は、降伏変位が大きいほど顕著である。T0=0.49 秒のモデル以外では、明瞭な傾向

の差は見られない。 

 

免震層弾性接線周期が 2.5 秒の場合、告示2009号による免震層変位において入力地震動による違い

が大きく、2 種地盤卓越周期（長）では 2 種地盤卓越周期（短）の約 2 倍の変位となる。2 種地盤卓越

周期（長）では、免震層の線形弾性要素周期が 2.5 秒で降伏せん断力係数が 0.03 の場合において、告

示2009号による層せん断力係数がいずれの階においても時刻歴応答解析結果より大きくなる。ただし、

これ以外の解析ケースでは、少なくともいずれかの階にて告示 2009 号による結果が時刻歴応答解析結

果を下回る。2 種地盤卓越周期（長）および 2 種地盤卓越周期（短）のどちらの入力においても、完全

弾塑性要素の降伏せん断力係数が大きく降伏変位が小さいケースほど、上部構造での増幅が大きくな

ることがわかる。また、上部構造での増幅が大きいケースほど、告示 2009 号による結果との差は大き

くなる傾向が見られる。 
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図 3.3-15 上部構造 7 層モデル（減衰定数 2%）の免震層変位（実線は時刻歴応答解析結果、点線は告

示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短） 
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図 3.3-16 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%）の免震層変位（実線は時刻歴応答解析結果、点線は

告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短） 
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図 3.3-17 上部構造 7 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 2.5 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）
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図 3.3-18 上部構造 7 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 2.5 秒）の層せん断力係数比

（時刻歴応答解析結果/告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）
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図 3.3-19 上部構造 7 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 4.0 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）
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図 3.3-20 上部構造 7 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 4.0 秒）の層せん断力係数比

（時刻歴応答解析結果/告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）
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図 3.3-21 上部構造 7 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 6.0 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）
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図 3.3-22 上部構造 7 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 6.0 秒）の層せん断力係数比

（時刻歴応答解析結果/告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）
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図 3.3-23 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 2.5 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）
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図 3.3-24 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 2.5 秒）の層せん断力係数比

（時刻歴応答解析結果/告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）
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図 3.3-25 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 4.0 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）
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図 3.3-26 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 4.0 秒）の層せん断力係数比

（時刻歴応答解析結果/告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）
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図 3.3-27 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 6.0 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）
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図 3.3-28 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 6.0 秒）の層せん断力係数比

（時刻歴応答解析結果/告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短） 
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図 3.3-29 上部構造 7 層モデル（減衰定数 2%）の免震層変位（実線は時刻歴応答解析結果、点線は告

示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（長） 
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図 3.3-30 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%）の免震層変位（実線は時刻歴応答解析結果、点線は

告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（長） 
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図 3.3-31 上部構造 7 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 2.5 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果））、入力波：2 種地盤卓越周期（長） 
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図 3.3-32 上部構造 7 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 4.0 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果））、入力波：2 種地盤卓越周期（長）
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図 3.3-33 上部構造 7 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 6.0 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果））、入力波：2 種地盤卓越周期（長） 
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図 3.3-34 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 2.5 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（長） 
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図 3.3-35 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 4.0 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（長） 
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図 3.3-36 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 6.0 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（長） 
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3-4 解析結果の分析 

3-4-1 パラメータと応答値との対応 

 (1) 免震層のバイリニア型復元力特性の影響 

 免震層のバイリニア型復元力特性のパラメータが、上部構造の層せん断力分布に及ぼす影響につい

て検討する。 

 ここで用いるパラメータとしては、免震層の応答最大変形に基づく等価周期Teq、初期剛性に対応す

る周期（上部構造が剛体時）T1、免震層の応答最大変形に対応する非線形係数NL、上部構造の基礎固

定時1次固有周期T0の４つを考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

パラメータと応答値に基づく増幅率あるいは告示2009号による方法との比率などについて3-2節で

示した3つの入力地震動に対する応答解析結果を用いて検討する。第2種地盤（短）の告示1461号に

基づく地震動（以下、告示波）を用いた結果を図 3.4-2～図 3.4-7 に、第 1 種地盤の告示波を用いた結

果を図 3.4-8～図 3.4-13 に、第2種地盤（長）の告示波を用いた結果を図 3.4-14～図 3.4-19 に、それぞ

れ示す。各図中には、それぞれのパラメータ範囲で線形回帰した結果を示している。図中の R は線形

回帰式の相関係数である。 

なお、非線形係数 NL は Skinner6）により提案された係数であり、免震層がバイリニア形履歴曲線を

有する場合の、履歴曲線を囲む長方形の面積に対する履歴曲線の描く面積の比に等しくなる（図 3.4-1）。

従って等価減衰定数 heqとは heq=（2/π）・NL の関係がある。 

 

ⅰ）第2種地盤（短）の告示波に対する結果について 

 図 3.4-2 は、横軸にTeq/T0をとり、縦軸に免震層に対する層せん断力係数比（増幅率と呼ぶ）をとっ

非線形係数NL を定義する 
履歴曲線と外接長方形 

図 3.4-1 Skinner による非線形係数NL6) 

NL=Ah/(4SbXb)=Qy/Sb-Xy/Xb 

 Ah : 履歴曲線の面積

バイリニア型履歴曲線 



3-45 

ており、T1/T0のランク別に記号を変えてプロットしている。同図(a)は最上層の増幅率を、同図(b)は

中間層の増幅率をそれぞれ示している。これより全体としては、Teq/T0が大きくなるにつれて増幅率が

やや大きくなる傾向が見られ、T1/T0が小さいほど大きな増幅率になっている。また、中間層は最上層

の1/2程度あるいはそれ以下の増幅率になっている。ただし、全体としてはばらつきが大きい。 

 図 3.4-3 は、横軸にNL をとり、縦軸に増幅率をとっており、T1/T0のランク別に記号を変えてプロッ

トしている。これより、NL の増大につれ増幅率が大きくなる傾向がある。 

 図 3.4-4 は、同様に横軸にNL をとり、縦軸に増幅率をとっているが、T0を大きく3グループに分け

てプロットしている。これより NL が大きいほど、T0が長いほど大きな増幅率になっている。T0の影

響はそれほど大きくなく、NL の影響の方が大きくなっている。全体としてのばらつきは見られるもの

の、NL とT0だけでも概略の評価は可能と思われる。 

 図 3.4-5～図 3.4-7 は、図 3.4-2～図 3.4-4 と同じパラメータに対するものであるが、応答解析結果によ

る層せん断力係数と免震層のせん断力係数の比を告示2009号による層せん断力係数と免震層せん断力

係数の比で除した値（割増率）を縦軸としている。 

 図 3.4-5 は、Teq/T0およびT1/T0をパラメータとして表現したものであるが、これらパラメータと割増

率との間にはよい対応が見られる。 

 図 3.4-6、図 3.4-7 は、全体としてNL との対応が見られるが、T1/T0あるいはT0との対応はそれほど

明確にはなっていない。 

 

ⅱ）第1種地盤の告示波に対する結果について 

図 3.4-8～図 3.4-13 に、図 3.4-2～図 3.4-7 と対応させた図を示した。 

図 3.4-8～図 3.4-13 は、図 3.4-2～図 3.4-7 とほぼ同様の傾向を示している。 

 

ⅲ）第2種地盤（長）の告示波に対する結果について 

図 3.4-14～図 3.4-19 に、図 3.4-2～図 3.4-7 と対応させた図を示した。 

図 3.4-14～図 3.4-19 は、図 3.4-2～図 3.4-7 とほぼ同様の傾向を示している。 

 

以上 3 種類の地震応答解析結果より、免震建築物のパラメータと応答増幅率（あるいは割増率）との

対応関係がよいのは以下の3ケースであることがわかった。 

 

ⅰ）（NL、T1/T0 ）と応答増幅率（免震層に対する上部構造の層せん断力係数の比） 

ⅱ）（NL、T0 ）と応答増幅率（同上） 

ⅲ）（Teq/T0、T1/T0 ）と応答割増率（告示2009号により求めた層せん断力係数に対する比） 
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図 3.4-6 NL～告示2009号による層せん断力係数に対する応答解析結果の比率<第2種地盤(短)> 



3-51 

0

1

2

3

4

5

6

7

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

  0＜T
0
≦0.75

0.75＜T
0
≦1.5

 1.5＜T
0
≦2.0

y = 1.09 + 2.39x   R= 0.702 

y = 1.63 + 1.11x   R= 0.518 

y = 1.69 + 0.569x   R= 0.329 
応

答
倍

率
/
告

示
　
（
最

上
階

)

NL  
(a)  最上階の層せん断力比（応答解析／告示 2009 号） 

0

1

2

3

4

5

6

7

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

  0＜T
0
≦0.75

0.75＜T
0
≦1.5

1.5＜T
0
≦2.0

y = 0.846 + 1.81x   R= 0.835 

y = 1.29 + 0.967x   R= 0.663 

y = 1.29 + 0.316x   R= 0.352 

応
答

倍
率

/
告

示
　
（
中

間
階

)

NL  
(b)  中間階の層せん断力比（応答解析／告示 2009 号） 

図 3.4-7 NL～告示2009号による層せん断力係数に対する応答解析結果の比率<第2種地盤(短)> 
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図 3.4-8 Teq/T0～免震層に対する層せん断力係数比<第1種地盤> 
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図 3.4-9 NL～免震層に対する層せん断力係数比<第1種地盤> 
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図 3.4-10 NL～免震層に対する層せん断力係数比<第1種地盤> 
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図 3.4-11 Teq/T0～告示2009号による層せん断力係数に対する応答解析結果の比率<第1種地盤> 
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図 3.4-12 NL～告示2009号による層せん断力係数に対する応答解析結果の比率<第1種地盤> 
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図 3.4-13 NL～告示2009号による層せん断力係数に対する応答解析結果の比率<第1種地盤> 
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図 3.4-14 Teq/T0～免震層に対する層せん断力係数比<第2種地盤(長)> 
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図 3.4-15 NL～免震層に対する層せん断力係数比<第2種地盤(長)> 
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図 3.4-17 Teq/T0～告示2009号による層せん断力係数に対する応答解析結果の比率<第2種地盤(長)> 
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図 3.4-18 NL～告示2009号による層せん断力係数に対する応答解析結果の比率<第2種地盤(長)> 
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図 3.4-19 Teq/T0～告示2009号による層せん断力係数に対する応答解析結果の比率<第2種地盤(長)> 
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(2) 復元力特性が上部構造の応答特性に及ぼす影響 

 ここでは、バイリニア型履歴を有する免震材料における復元力特性のモデル化による層せん断力係

数の高さ方向分布に関する影響を確認するために、3 種類の復元力特性を用いた時刻歴応答解析を実施

した。 

 

i) 解析諸元 

 解析モデルは、15 質点せん断型モデルである。上部構造の質量分布は各階一定、剛性分布は、最上

層 0.4、最下層 1.0 の台形分布である。減衰は剛性比例型とし、基礎固定時の上部構造の１次固有周期

（T0）に対して減衰定数 h1=0.02 となるように上部構造部分のみに線形粘性要素を付加している。なお

ここでは、T0は 1.47 秒（階高を 3.5m とすると、T0=0.03H（H：建物高さ）に相当）とした。 

本検討で対象とした免震層の特性は、図 3.2-2 で示した線形弾性要素と完全弾塑性要素の並列モデル

を設定したものである。上部構造剛体時における免震層の線形弾性要素の剛性による周期（T2）は、

4.0 秒、完全弾塑性要素の降伏せん断力係数は 0.05、降伏変位は 0.01m である。 

 本検討で実施した地震応答解析に用いた免震層の復元力モデルは以下の 3 タイプである。 

a) ノーマルバイリニアモデル 

 3-3 で実施した種々のパラメータによる地震応答解析と同様のモデルである。 

b) RO モデルと線形弾性要素の並列モデル 

 曲線型履歴モデルである RO モデルと線形弾性要素を並列に設置したモデルである。変形 0 から a)

のモデルを用いた解析結果における最大変形までのスケルトンカーブによる仕事量が、a)のモデルと等

価となるように RO モデルのパラメータおよび線形弾性要素の剛性を設定した。時刻歴応答解析の免

震層の荷重変形関係を図 3.4-20(a)に示す。 

c) 等価線形化モデル 

 a)の解析結果における免震層の最大変形時における等価周期 Teq および等価粘性減衰定数 heq から等

価な粘性減衰係数Ceqを式(3-4-1)により求めた。 

 eq
eq

eq h
T

Mc π4
=        (3-4-1) 

   M：上部建物の全体質量 

 免震層の剛性は、a)の解析結果における免震層の最大変形時等価剛性とした。本モデルでは、線形弾

性要素と等価線形粘性要素を免震層に並列配置した。時刻歴応答解析の免震層の荷重変形関係を図

3.4-20(b)に示す。 

 入力地震動は、比較的卓越周期が短い第２種地盤（短）の告示波（3-2 (2)参照）とした。 

 

ii) 解析結果 

 免震層の応答解析結果を表 3.4-１に示す。ノーマルバイリニアモデルに対して、RO モデルと線形弾

性要素の並列モデル、等価線形化モデルの最大変形は 10%以内、免震層の吸収エネルギーで 2%以内の
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差となっている。等価線形化モデルの最大荷重 F/全体重量W は、ノーマルバイリニアモデルに対して

23%大きくなっている。 
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 (a) RO モデル＋線形弾性要素 (b) 等価線形化モデル 

図 3.4-20 免震層の荷重変形関係 

 

表 3.4-1 解析結果（免震層） 

(m) aとの比率 aとの比率 (kN・m） aとの比率
a ノーマルバイリニアモデル 0.231 1.00 0.108 1.00 3.20E+04 1.00
b RO＋線形弾性要素 0.254 1.10 0.109 1.01 3.26E+04 1.02
c 等価線形化モデル 0.237 1.03 0.133 1.23 3.23E+04 1.01

復元力モデル
最大変形 最大荷重F/W 免震層吸収エネルギー

 

 

 

 

 



3-66 

 

0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6
0

5

10

15

ノーマルバイリニア

RO+線形弾性

等価線形化

C

層

  

0 1 2 3 4 5
0

5

10

15

ノーマルバイリニア

ROモデル+線形弾性

等価線形化

C / C
iso

層

 

 (a) 層せん断力係数C (b)層せん断力係数の免震層に対する比 

 

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2 1.4
0

5

10

15

ROモデル＋線形弾性

等価線形化

C / C (Normal Bilinear)

層

  

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2
0

5

10

15

ROモデル＋線形弾性

等価線形化

(C / Ciso)/(C / Ciso (Normal Bilinear))

層

 

              (c) 層せん断力係数C の          (d)層せん断力係数の免震層に対する 

ノーマルバイリニアに対する比     比のノーマルバイリニアに対する比 

図 3.4-21 最大層せん断力係数の高さ方向分布 

 

 最大層せん断力係数の高さ方向分布を図 3.4-21 に示す。図 3.4-21(a)は最大層せん断力係数、同図 b)

は、最大層せん断力係数の免震層のせん断力係数に対する比を示す。ノーマルバイリニアモデルおよ

びRO モデルはほぼ同様の分布形状となっているが、等価線形化モデルは、上方への層せん断力係数

の増幅が他のケースの分布形と異なり、 

図 3.4-21(c)及び(d)は、ノーマルバイリニアモデルに対する、等価線形化モデル及びRO モデル＋線

形弾性要素モデルの層せん断力係数の比と層せん断力係数比に対する比を示す。RO モデルは、ノーマ

ルバイリニアモデルよりやや小さな値であり、最上層ではノーマルバイリニアモデルに対して-14%で

ある。下層においてRO モデルがノーマルバイリニアを上回る層があるが、その差は 2%とわずかであ

る。等価線形モデルにおける免震層に対する層せん断力係数の比率は、頂部で 2.27 となっており、バ
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イリニアモデル（同 4.87）、RO モデル（同 4.23）に対しそれぞれ-53%、-46%となっている。 

 各階の最大加速度値を図 3.4-22 に示す。等価線形化モデルでは、他の２モデルに対して加速度値が

－35%～－50%となり各階とも大きく低下する。一方、RO モデルを用いた場合では、ノーマルバイリ

ニアモデルの場合に対して-19%～+7%となり、概ねノーマルバイリニアモデルを下回る傾向が見られ

るものの、一部では大きくなる階も見られた。 
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図 3.4-22 最大加速度分布 

 

3) まとめ 

 バイリニア型復元力特性を有する免震材料を想定し、3 種類の異なる復元力特性を用いた層せん断力

係数の高さ方向分布に関する影響を時刻歴応答解析により確認した。 

・層せん断力係数の高さ方向に対する増幅率は、等価線形化モデルを用いるとノーマルバイリニアモ

デルに対して大きく抑えられる。また、剛性の急変を緩和するRO モデルを用いた場合は、ノーマル

バイリニアモデルに対して、高さ方向に対する増幅がやや小さくなる。免震層の最大層せん断力に対

する頂部の最大層せん断力係数の比において、RO モデルはノーマルバイリニアモデルに対して－14%

であった。 

・等価線形化モデルの最大加速度は、ノーマルバイリニアモデルの場合に対して－35%～－50%となり

各階とも大きく低下する。一方、RO モデルを用いた場合では、ノーマルバイリニアモデルの場合に対

して-19%～+7%となり、概ねノーマルバイリニアモデルを下回る傾向が見られるものの、一部では大

きくなる階も見られた。 

 以上より、バイリニア型復元力特性の場合と等価減衰定数がほぼ同等な粘性減衰ダンパーを付加し

た場合の層せん断力係数は、バイリニア型モデルの場合よりも層せん断力係数が小さな値となってお

り、両者は異なる扱いとするべきと考えられる。 
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(３) 免震層の粘性減衰の影響 

 ここでは、免震層に粘性減衰を付与した場合の層せん断力係数の応答解析結果を図 3.4-23～図 3.4-32

に示す。各図は以下のようである。 

 図 3.4-23～25：粘性減衰がない場合の結果（バイリニア型復元力特性の場合） 

 図 3.4-26～28：バイリニア型復元力特性を有する免震層に減衰定数＝5%分（上部構造剛体時）粘性

減衰を付加した場合の結果 

 図 3.4-29～31：バイリニア形復元力特性を有する免震層に減衰定数＝10%分（上部構造剛体時）粘性

減衰を付加した場合の結果 

 図 3.4-32：免震層が線形弾性要素と粘性減衰要素からなり、付加する粘性減衰を減衰定数が 5%、10%、

20%にした場合の結果の比較 

 

これらより、免震層の粘性減衰が上部構造の増幅特性に及ぼす影響は、免震層の非線形復元力特性

の影響と比較すると大きくはないことが分かる。 

日本建築学会の免震構造設計指針 7)でも粘弾性ダンパーを用いた場合の層せん断力分布は、非免震の

最適せん断力係数分布（「基準法における Ai 分布」と併記している）でよいとする見解もあり、ここ

での結果と合わせて、告示2009号の方法と比べて、特に大きな増幅率を見込む必要はないものと考え

られる。 
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図 3.4-23 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 2.5 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）（図 3.3-23 再掲） 
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図 3.4-24 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 4.0 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）（図 3.3-25 再掲） 



3-71 

 
図 3.4-25 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 6.0 秒）の層せん断力係数（実

線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）（図 3.3-27 再掲） 
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図 3.4-26 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 2.5 秒）の免震層に粘性減衰

（減衰定数 5%）を付与したケースの層せん断力係数（実線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結

果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短） 
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図 3.4-27 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 4.0 秒）の免震層に粘性減衰

（減衰定数 5%）を付与したケースの層せん断力係数（実線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結

果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短） 
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図 3.4-28 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 6.0 秒）の免震層に粘性減衰

（減衰定数 5%）を付与したケースの層せん断力係数（実線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結

果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短）
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図 3.4-29 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 2.5 秒）の免震層に粘性減衰

（減衰定数 10%）を付与したケースの層せん断力係数（実線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算

結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短） 
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図 3.4-30 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 4.0 秒）の免震層に粘性減衰

（減衰定数 10%）を付与したケースの層せん断力係数（実線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算

結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短） 
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図 3.4-31 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%、免震層線形弾性要素周期 6.0 秒）の免震層に粘性減衰

（減衰定数 10%）を付与したケースの層せん断力係数（実線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算

結果）、入力波：2 種地盤卓越周期（短） 
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図 3.4-32 上部構造 14 層モデル（減衰定数 2%）の免震層に粘性減衰のみ（左から減衰定数 5%、10%、

20%）を付与したケースの層せん断力係数（実線は時刻歴応答解析結果、点線は告示計算結果）、入力

波：2 種地盤卓越周期（短） 
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3-4-2 層せん断力係数増幅の要因検討 

 層せん断力係数が上部で増幅されるのは、上部構造の柔性による増幅や、免震層の非線形的な性質

を受けて短周期の高次の振動モードに相当する成分が励起されることなどによると考えられる。具体

的な事例として、正弦波地動をうける４質点せん断モデルの応答結果を示す。解析モデルの復元力特

性は最下層の復元力特性のみバイリニアとし、最下層より上では弾性とする。質量分布は一定、上部

構造の剛性分布は最上層と最下層の比を 0.4：1 とする台形分布である。上部構造の免震層固定時にお

ける1次固有周期T0は 0.315 秒であり、建物高さをH とした場合T0=0.03H に相当する。免震層の降伏

せん断力係数は 0.05、降伏変位は 0.01m、２次剛性に基づく上部構造剛体時の周期T2は 4.0 秒である。

地動入力は図 3.4-33(a)に示す周期 3 秒の正弦波とした。 

免震層の変形を図 3.4-33(b)に示す。最大変形は約 0.3mであり、入力波形と同様に周期3秒にて調和

振動している。これに対し免震層のせん断力係数（図 3.4-33(c)）の周期は 3 秒であるが、波形は正弦

的ではない。頂部相対変位の時刻歴波形を図 3.4-33(d)に、加速度波形を図(e)にそれぞれ示す。相対変

位波形は周期 3 秒の正弦波形となっている。一方、加速度波形は周期 3 秒の波形に短周期の波が重な

りあったものとなっている。これより地動入力が短周期成分を含まない場合であっても、免震層の非

線形化により短周期の振動が励起されることがわかる。質点に作用する力は加速度応答に比例するた

め、このような短周期成分の励起は層せん断力の特性に大きな影響を与えると考えられる。 

以下に応答解析結果の一部を用いて層せん断力係数増幅の要因を検討した事例を示す。 

 

（１）帯域フィルタを用いたモードの分離 

 「3-3-1 代表モデルによる結果」で計算例として示した 2 ケースの結果について分析を行う。各層

の層せん断力の時刻歴波形に対してフィルタ処理を施し、低次モードの分離を試みた。ここでは、1.0Hz

以下で 1.0、1.2Hz で 0.0 となるコサイン型のフィルタを用いて低振動数成分を抽出した。 

 フィルタ処理結果を図 3.4-34 及び図 3.4-35 に示す。時刻歴波形とフーリエスペクトルは、フィルタ

処理後のものである。フィルタ処理前の波形と比較すると（図 3.3-3 及び図 3.4-33 参照）、低振動数成

分のみ含まれていることが確認できる。 

 低次モードの寄与率を評価するため、フィルタ処理前後の各層のせん断力の最大値を用いて両者の

比率（処理後/処理前）を算出した。上部構造の最上部においては、ケース 1 では約 0.5、ケース 2 では

約 0.3 となった。上部構造において、層せん断力係数の増幅が大きいケースでは寄与率が小さくなって

いることが分かる。 

 このように、フィルタ処理により低次モードの成分を分離することは可能であると考えられる。た

だし、図 3.4-34 のフーリエスペクトルを見ると、上部構造の最上層 7F では何Hz までが低次モードで

あるのかを判断するのは非常に難しい。ここでは振動数ポイントとして両ケースともに一律で 1.0Hz

と 1.2Hz を設定しているが、フィルタ処理により求まる寄与率は設定した振動数ポイントにも依存す

る。評価を行う際には、フィルタの振動数ポイントを適切に設定することが重要となる。 
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図 3.4-33 正弦波地動入力時の４質点モデル応答解析結果
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図 3.4-34 帯域フィルタ処理結果（ケース 1） 
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図 3.4-35 帯域フィルタ処理結果（ケース 2） 
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（２）主成分分析によるモード分析 

 「（１）帯域フィルタを用いたモードの分離」と同様にして、ここでも「3-3-1 代表モデルによる結

果」で計算例として示した 2 ケースの結果について分析を行う。各層の応答加速度および層せん断力

の時刻歴波形に対して主成分分析を行い、低次モードの寄与率を算出した。 

 主成分分析とは統計的手法の一つである。その名の通り、統計データから主成分を抽出するもので

ある 8)。基準座標の分散が最大となるような座標系に変換することを意味し、各時刻歴のデータを最も

効率良く表現する座標系で評価することになる。なお、この分析は、各時刻歴データの分散・共分散

からなるマトリクスの固有値問題に帰着する。求まる固有値は、変換した各基準座標上での時刻歴の

分散と等しくなり、各モードの寄与率となる。 

 主成分分析の結果を表 3.4-1 及び図 3.4-36 と図 3.4-37 に示す。表には 3 次モードまでの寄与率と累積

寄与率をまとめてあり、図は 3 次までの固有ベクトルをそれぞれ重ね書いてある。また、参考のため

に両ケースの通常の固有値解析結果を表 3.4-2 及び図 3.4-38 と図 3.4-39 に示す。なお、通常の固有値解

析結果の固有ベクトルは、刺激関数のノルムを 1 として基準化したものである。図 3.4-38 は免震層の

剛性として1次剛性を設定した場合の結果であり、図3.4-39は2次剛性を設定した場合の結果である。

なお、両ケースでは完全弾塑性要素の降伏せん断力係数と降伏変位のみが異なるため、2 次剛性を設定

した場合には両ケースの固有ベクトルは等しくなる。 

 加速度波形に主成分分析を行った場合、ケース 1 では刺激関数を基準化して求めた固有ベクトルと

の対応は非常に良い。ケース 2 では 1 次のモード形を見ると、上部構造の最下層と最上層で位相が逆

転しており、刺激関数を基準化して求めた固有ベクトルとの対応はあまり良くない。なお、ケース 1

において 1 次剛性及び 2 次剛性を設定した場合の固有値解析結果を見ると、固有周期は当然異なって

いるものの、モード形としてはほとんど変わっていないことが分かる。このことが結果に影響してい

るものと推察される。1 次の寄与率で見ても、ケース 1 では 64%であるのに対して、ケース 2 では 43%

と低くなっている。層せん断力係数の上部構造での増幅が大きいケースでは、寄与率が低くなる結果

が得られる。 

 層せん断力波形に主成分分析を行った場合、ケース 1 とケース 2 のモード形は似た形状となってい

ることが分かる。1 次のモード形を見ると、刺激関数を基準化して求めた固有ベクトルとの対応はあま

りない。免震層が大きく、上部構造では上層ほど小さくなっている。刺激関数を基準化して求めた固

有ベクトルの 1 次と 2 次を合わせたようなモード形であると言える。ただし、この場合にも寄与率に

両ケースの差が生じている。ケース 1 では 94%であるのに対して、ケース 2 では 85%と 10%程度寄与

率が低くなっている。上部構造では高次の成分が多く含まれることによって、層せん断力係数が増幅

している結果との対応は良い。 

 以上より、主成分分析により低次モードの寄与率を評価することは可能であると考えられる。ただ

し、ここで述べた考察は、2 ケースの結果からのみの限定的なものである。検討ケース数を増やして傾

向を把握することとともに、免震層の変位時刻歴等との対応関係の分析なども加えて適切な評価につ

なげる必要がある。 
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表 3.4-1 主成分分析で算出した低次モードの寄与率（括弧内の数値は累積値、単位%） 

モード 
ケース 1 ケース 2 

加速度 層せん断力 加速度 層せん断力 

1 次 64.37(64.37) 94.27(94.27) 42.97(42.97) 85.11(85.11) 

2 次 34.17(98.54) 5.64(99.91) 27.36(70.33) 11.95(97.06) 

3 次 1.21(99.75) 0.08(99.99) 18.52(88.85) 2.27(99.33) 
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図 3.4-36 主成分分析結果（ケース 1） 
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図 3.4-37 主成分分析結果（ケース 2） 
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表 3.4-2 固有値解析で算出した固有周期 

モード 

ケース 1 ケース 2 

免震層剛性 

1 次剛性 2 次剛性 1 次剛性 2 次剛性

1 次 1.90s 4.05s 0.77s 4.05s 

2 次 0.41s 0.43s 0.29s 0.43s 

3 次 0.22s 0.22s 0.18s 0.22s 
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(a) ケース 1      (b) ケース 2 

図 3.4-38 免震層に 1 次剛性を設定して算出した固有ベクトル 
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(a) ケース 1      (b) ケース 2 

図 3.4-39 免震層に 2 次剛性を設定して算出した固有ベクトル 
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（３）高次モード励起の原理について  

地震応答解析結果から直接的に、また上述の帯域フィルタや主成分分析による検討により、高次モ

ードの発生が確認される。これらの検討はある種の視点を設定した上で、解析結果に分析を加えたも

のである。これを概念的に示せば図 3.4-40 のようになり、図の右側にある「分類・整理」が帯域フィ

ルタや主成分分析に当たる。応答計算の過程はブラックボックスとして受け入れ、その結果に対して

いわば外部から分類・整理を行っているといえよう。このとき、構造物側の動的な特性と地震動の特

性とが混在した計算結果を見ているため、結果に対する両者の影響を明確に分けて理解することは難

しい。 

古典的なモード解析．．．「独立な」SDOFに「分ける」

対象モデル

地震動

応答計算
結果 分類・整理

分類・整理

 

図 3.4-40 分類・整理の仕方の概念図 

 

ここでは履歴系免震構造を区分線形系 9)ととらえることで、そもそもの高次振動発生メカニズムが単

純な物理モデルの応答として理解できることを示す。図 3.4-40 では図の下にある分類・整理がこれに

当たり、いわば応答の計算過程の内部に立ち入って、計算前の状態でモードに分類・整理しておくこ

とで、発生する応答の理解につなげていこうとするものである。この分類・整理は構造物側の特性だ

けで決定されていくため、地震動の特性の影響を分けて理解する上でも有用であると考えられる。 

区分線形系ととらえれば、降伏や除荷を生じる間の時間範囲で区切って考えることで、対象モデル

を線形系とみなすことができる。線形系であるから、無減衰又は条件付きの減衰とすれば古典的なモ

ード解析を適用することができる。モード解析の利点を改めて強調しておくと、独立な 1 自由度系の

応答の和として系の応答が表現されることにある。単純な物理モデルと書いたのは、各モードに対応

する物理モデル（質点－バネ系）で表すことを指している。 

 

1) 区分線形系の運動方程式でみた高次振動発生メカニズム 

 履歴系の免震構造を対象とする。区分線形系としての扱いやすさと履歴則の単純さから免震層の履

歴特性はノーマルバイリニア型とし、図 3.4-41 に示すように柔要素（線形要素）と剛要素（完全弾塑

性要素）とに分けて考える。高次振動が履歴によるものであることを強調するとともに単純化のため、

免震層に粘性減衰は設定しない。図 3.4-42 に示すように、免震層が初期の弾性状態では、柔要素と剛

要素の剛性の和として免震層の剛性が決まる。塑性化後に除荷した場合の弾性範囲は、塑性変形によ

るズレ（復元力がゼロとなる変位のシフト）を考慮すれば初期の弾性状態と同じである。一方で、塑
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性化した状態では剛要素の復元力は一定値 Fy となる。図 3.4-42 の右側にあるように免震層には柔要素

のみが存在し、Fy は一定の外力とみなしても同じである。つまり塑性化状態の対象構造物は、免震層

の接線剛性に基づく線形系である。 

 

柔要素 剛要素
(線形要素)                 (完全弾塑性要素)

Fy
K1 K2

 
図 3.4-41 バイリニア型復元力の分解  

Fy

K1

K2

K1

弾性 塑性  

図 3.4-42 弾性状態と塑性状態  

 

 弾性状態、塑性状態のいずれも線形系としてとらえれば、固有値解析により古典的なモードが設定

できる。単純化のため上部構造にも減衰がない場合を想定すれば、各モードの運動方程式は次のよう

になる。 

 弾性状態： 2
j j j j j j j gM p M M yφ φ β+ = −&& &&  (3-4-1) 

 塑性状態： 2
j j j j j j j g y jHM p M M y F Yφ φ β+ = −&& && m  (3-4-2) 

ここで、 jM ：j 次一般化質量、 jφ ：j 次一般化変位、 jp ：j 次固有円振動数、 jφ ：j 次一般化変位（一

般化座標）、 jβ ：j 次刺激係数、 gy&& ：地動加速度、 yF ：免震層の剛要素の降伏力、 jHY ：j 次モード

の免震層（基部）での値、であり、ドットは時間による微分を表わす。なお、式(3-4-2)右辺第 2 項の複

合は免震層の速度が正のときマイナスをとる。式(3-4-1)及び式(3-4-2)は共通の記号を用いているが、そ

れぞれ弾性状態と塑性状態、すなわち免震層の弾性剛性と塑性接線剛性とを用いた線形系を対象とし

た値であることに注意する。念のため確認しておくと、上部構造を質点系（離散系）とした場合に慣

性マトリクスを[ ]M 、j 次モードを{ }jY とすれば、 { } [ ]{ }T

j j jM Y M Y≡ であり、上部構造をせん断棒

等の連続体とした場合には、高さ方向に座標 x をとり、単位高さ当たりの質量を ( )A xρ 、j 次モード

を ( )jY x 、上部構造の高さをH とすれば、 ( ) ( ){ }2

0

H

j jM A x Y x dxρ≡ ∫ である。ここで ( )A xρ と ( )jY x
の「( )x 」は x の関数であることを強調して示したものであり、x を掛けるという意味ではない。 

 後の 2)で示すように、免震層の塑性接線剛性が小さく、当該剛性に基づく免震係数 I=Tb/T（ここで、
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Tb は上部構造を剛体と仮定した場合の周期、T は免震層を固定した場合の上部構造の 1 次固有周期）

が大きな場合には、塑性状態での 2 次以上の刺激係数 jβ は非常に小さな値となり、同様に確定値であ

る有効質量 2
j j jM Mβ≡ も小さな値になる。これは、塑性状態の 2 次以上には地震動の影響が小さい

ことを意味する。にもかかわらず高次振動が問題となるのは、降伏点に達したとき、区分線形系とし

て弾性状態のモードから塑性状態のモードへと、いわば参照座標系を切り替える時点で、塑性状態の

高次モードへとエネルギ（運動エネルギ及びひずみエネルギ）が付与されることになるためである。

これを Skinner の著書 6)では「非線形カップリング」と呼んでいる。降伏点を超えた後の塑性化状態で

は区分線形系として各モードは独立であり、エネルギのやりとりをしない。構造物の特性と関わりな

く、あるいは簡略化の意味で近似を持ちこむ（例えば両端自由のモードを採用する）ことで、意図的

な又は恣意的なモードを座標として選択すれば、当然ながら「モード連成」6)10)が生じて、古典的なモ

ード解析の利点である独立性を放棄しなければならない。上述のように塑性の免震係数が十分に大き

ければ高次モードは地震動の影響をあまり受けないから、塑性高次モードは降伏点での初期条件に基

づいた自由振動状態にあると考えても大きな間違いではないと言える。また、もう 1 つの重要な点と

して、式(3-4-2)右辺第 2 項にある剛要素の降伏力がある。 jβ が小さく零とみなせるならば、次に示す

一定力を受ける 1 自由度系の運動方程式と、式(3-4-2)は同じ形をしている。 

 2mu mu Fω+ =&&  (3-4-3) 

ここで、m：質量、u：変位、ω：固有振動数、F：一定力、である。例えば g を重力加速度としてF=mg

とすれば、対応する物理モデルは鉛直方向にぶら下げた質点－バネ系である。変位 u の原点をバネに

伸び（縮み）がない状態とすれば、式(3-4-3)では静的釣合位置 ( )2u F mω= を中心として振動が生じ

ることになり、その大きさは初期条件に依存する。ぶら下げた質点－バネ系では

( )2 2u mg m gω ω= = が静的釣合位置であって、質点をどのような状態から振動させるか（例えばバ

ネを引っ張った静止状態から離すとか、バネの自然長の状態から静止した質点の支えを突然離す、な

ど）によって振動の大きさは変わる。 

 

2) 線形免震層を持つ均一せん断棒モデルのモード特性 

区分線形系として応答をとらえていくためには、線形免震層をもつ構造物のモード特性が基本とな

る。上部構造を均一せん断棒で模擬すると、各次の固有振動数、有効質量比、基部のモードの値は図

3.4-43 のように求められる。縦軸は免震係数 I=Tb/T であり、横軸は図(a)では無次元振動数

（ 2 1.57ξ π= = が脚部固定の場合の1次固有振動数に相当）、図(b)では有効質量比、図(c)では式(3-4-2)

の右辺第 2 項に現れる基部のモードの値である。区分線形系としての考え方では各接線剛性に対応し

た複数のモードを参照すればよく、特にバイリニア型の場合には、弾性剛性に基づく免震係数と塑性

接線剛性に基づく免震係数に対応する 2 種（2 セット）のモードを選択することになる。 

図 3.4-43(a)に示した無次元振動数は、免震層の剛性が無限大に相当する基部固定の場合

（ ( )2 1 2 2,3 2 ,5 2 ,...j jξ π π π π= − = ）と、両端自由の場合（ 0, , 2 ,...j jξ π π π= = ）との間にあり、

各モードの変化の幅は 2π である。ステッピング型の場合 11)と比較すれば変化の幅は小さい。 

図 3.4-43(b)の有効質量比を見ると、1 次が大きく、2 次以上は非常に小さいことが分かる。縦軸の免

震係数が 2 以上となると高次の有効質量比はほぼ零となるから、その場合には高次は地震動の影響を

ほとんど受けないことになる。文献 6)の p.144 でも降伏応答の 2 次振動が自由振動に近いことが指摘
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されている。 

図 3.4-43(c)の基部のモードの値 jHY は前出の式(3-4-2)右辺第 2 項に現れる項である。ただし、各モー

ドは頂部の値を１とした場合である。免震層に柔要素がない場合 1jHY = ± であり、また塑性時の免震

係数が大きめの値であれば jHY の大きさはほぼ 1 であるから、剛要素の降伏力 yF は全てのモードのほ

ぼ同じ大きさで作用する。塑性モードから見ると、式(3-4-2)から全てのモードが降伏力によって励起さ

れることになる（ステップ応答 9)）。「非線形カップリング」6)に加えて、このステップ応答が高次モー

ド励起の要因である。なお、降伏点に達したときの初期条件が特別な場合、すなわち静的釣合位置に

静止するという条件の場合には振動しないモードもありうるが、その場合でも降伏力に応じた一定の

ひずみエネルギを当該モードが負担していることになる。鉛直方向にぶら下げた質点－バネ系が振動

していなくても、バネは伸びていることを考えればよい。 
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(a) 無次元振動数 jξ  
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(b) 有効質量比 jM M   (c) 頂部を 1 とした場合の基部のﾓｰﾄﾞの値 jHY  

図 3.4-43 上部構造を均一せん断棒とした線形免震のモード特性 

 

3) バイリニア型免震層を持つ均一せん断棒モデルの自由振動解析例 

 具体的な例題を示すことで、履歴系免震構造での高次モードの発生状況を確認しておく。 

 上部構造は均一せん断棒とする。免震層が弾性のとき 1 次モードのみで振動していると仮定して、

正側へ降伏した時点から免震層が弾性除荷するまでを対象とする。地動加速度がない自由振動を考察

の対象とする。なお、1)2)より、塑性の高次振動は地震動の影響をほとんど受けないことから、地震応

答における基礎的な特性・傾向は自由振動から類推できると考えている。減衰はないとする。 
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 例として、次のように設定する。 

弾性の免震係数 I=Tb/T=0.2、塑性接線剛性による免震係数 I=Tb/T=4.0 

弾性(1 次)最大ベースシア係数CBe1max=1.0 

免震層の降伏せん断力係数CBy=0.1 

弾性(1 次)最大ベースシア係数 CBe1max は振動の大きさ（強さ）を表わすパラメータとして採用した

もので、免震層が降伏せずに弾性剛性を保った場合の最大のペースシア係数を表わしている。 

図 3.4-44 に時刻歴を示す。横軸は無次元時間 1ep tτ = （ここで、 1ep ：弾性 1 次固有円振動数、t：時

間）であり、降伏した時点を 0τ = としている。鉛直にぶら下げた質点－バネ系の静的釣合位置 2
1eg p

で変位を無次元化（基準化）し、速度は無次元化された変位の無次元時間に対する変化率として示し

ている。図中の太線は実応答を表わすものとして塑性の 10 次までの和であり、細線は 1～4 次までの

応答を示す。ベースシア係数を含む層せん断力係数は、慣性力の和として評価している。2)で述べた

ように初期条件によっては振動しなくとも変形は生じているモードが存在することもあり、層せん断

力は変形から評価すべきとも考えられるが、特に基部の変形を表わすには塑性状態の多くのモードを

採用する必要がある（収束が遅い）ことが分かったため、慣性力の和による評価を採用した。なお、

慣性力の和による評価と変形による評価とでは、各モードの負担割合に差が生じるが、モードの総和

としての応答は次数を打ち切ってもほとんど変わらないことを付記しておく。 

図 3.4-44(a)の頂部変位は 1 次が支配的であり、2 次の影響も出ている。図 3.4-44(b)の免震層の速度は

緩やかに減少する 1 次の波形と大きな 2 次の波形が特徴的である。図 3.4-44(c)のベースシア係数（＝

免震層のせん断力係数）は 1 次が支配的である。一方、3.4-44(d)に示した上部構造の高さ方向の中央位

置（x/H=0.5）の層せん断力係数では 2 次の影響が非常に大きいことが分かり、3 次はモードの腹にあ

たるためほぼ零であるが、4 次の振動も確認できる。太線で示した 10 次までの和は、単振動の単純な

和とは想像しにくいほど、角張った波形となっている。 

この例から、上部構造の応答に対しては高次モードが無視しえないほどに影響することが理解でき

るであろう。 

図 3.4-45 には変形状態の推移を示している。凡例の数値は無次元時間であり、時間の経過とともに

図の左から右へと移っていく。免震層が降伏することで基部の速度が上がり、下層部が上層部を追い

越していく様子が分かる。 

図 3.4-46 は層せん断力係数の降伏時、最大値及び最小値を示している。一方向に塑性化が進行して

いる間だけを対象にしているが、高次モードの影響もあり、最小値の大きさは最大値とほぼ等しくな

っている。 

図 3.4-47 は、振動の強さとしての弾性(1 次)最大ベースシア係数CBe1max を 0.5, 1.0, 1.5 と変化させ

た場合の層せん断力係数分布を示したものである。CBe1max が大きくなると上部でやや大きな分布と

なるが、著しい変化はない。分布形状は直線的である。 

図 3.4-48 は塑性時の免震係数を変化させた場合である。層せん断力係数分布に対して塑性時免震係

数の影響が大きいことが分かる。 
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      (c) ベースシア係数   (d) 層せん断力係数(x/H=0.5) 

図 3.4-44 時刻歴 
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図 3.4-45 変形状態の推移 
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図 3.4-46 層せん断力係数の降伏時、最大値及び最小値 
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図 3.4-47 層せん断力係数分布（振動の強さによる変化） 
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図 3.4-48 層せん断力係数分布（塑性時免震係数による変化） 

 

4) まとめと課題 

 区分線形系ととらえることで、高次モードの発生メカニズムを説明し、均一せん断棒モデルによる

自由振動解析例を示した。 

地震応答解析結果を整理する上での非線形係数の有用性 6)12)等との関連を整理することが今後の課

題である。 

 


